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「原発事故被害者の切捨てを許さない 東京集会」 

 



福島の子どもたち 甲状腺がんまたは疑い152人 

手術後が
ん確定数
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出典：第20回、21回福島県県民健康調査委員会（2015年8月31日および11月30日）資料 
赤字は2015年11月30日委員会での福島県立医大の説明により、アップデート 



第１９回「県民健康調査」検討委員会 
（5月18日） 

「検査結果に関しては、わが国の地域がん登録
で把握されている甲状腺がんの罹患統計など
から推定される有病数に比べて数十倍のオー
ダーで多い。この解釈については、被ばくによ
る過剰発生か過剰診断（生命予後を脅かしたり
症状をもたらしたりしないようながんの診断）の
いずれかが考えられ…」 
（福島県民健康調査検討委員会甲状腺検査評価部会） 



福島県県民健康調査委員会 
・日本政府の見解 

• （チェルノブイリ原発事故時と比べて） 
被ばく量が少ない 

• 小さな子どもたちに見られない 

◆「多発」の説明 

• スクリーニング効果 

• 過剰診断 

 

原発事故との因果関係は考えにくい 



原因（被ばく量）だけを議論して、 
現象をみようとしない現状 
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「過剰診断」？ 



手術の適応症例 

 



術後病理診断では…リンパ節転移、甲状腺外
浸潤、遠隔転移のないものは8例（8％）であっ
た。  

全症例96例のうち軽度甲状腺外浸潤は38例
（39％）に認め、リンパ節転移は72例（74％） が
陽性であった。 



「福島の方がチェルノブイリよりも被ば
く量が少ない」？ 



チェルノブイリと福島の被ばく量は同等 

 



たとえ少なかったとしても健康リスクを
否定することはできない 



無視された「科学的知見」① 

• 2015年6月21日オンライン掲載 ランセット「血液学」誌に掲載
された「放射線モニタリングを受けた作業者（INWORKS）にお

ける電離放射線と白血病およびリンパ腫の死亡リスク：国際
コホート研究」 

• E.Cardisらの15ヶ国60万人の原子力労働者を対象とした調査
で、年平均2ミリシーベルトの被ばくをした原子力労働者にガ
ンによる死亡率が高いことが判明している 

• Mathewsらが行ったオーストラリアのCT スキャン検査（典型
的には5～50mGy）を受けた若年患者約68万人の追跡調査

の結果、白血病、脳腫瘍、甲状腺がんなどさまざまな部位の
がんが増加し、すべてのがんについて、発生率が1.24倍増
加したと報告されている 



無視された「科学的知見」② 

• イギリスで行われた自然放射線レベルの被ばくを検討した症
例対照研究の結果、累積被ばくガンマ線量が増加するにつ
れて、白血病の相対リスクが増加し、5mGy を超えると統計
的にも有意になること、白血病を除いたがんでも、10mGy を
超えるとリスク上昇がみられることが明らかになった 。 

• Fuzikおよび山下俊一らは、チェルノブイリ事故による放射性

ヨウ素の甲状腺推定平均被ばく量をウクライナ全国の州に
あてはめ、高被ばく（35mGy超）の6地域と、低被ばく（35mGy
以下）の22地域における甲状腺がんの発生率を比較した。

その結果、低被ばく地域に比べ高被ばく地域で発生率の傾
向に有意な差があることが示された。もっとも急激に増加し
たのは高被ばく地域の若年齢（0-19歳)グループであった。の
みならず、40歳以上の年齢層でもその傾向が示された。
（Radiation & Environmental Physics (2011)50:47-55) 

 
 



県境は関係ない 
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北茨城市で、甲状腺がん３人 

• 独自に検査 

• ２０１３年度は、事故当時４歳以下の１１８４人が受診。精密
検査を必要とするB判定の子どもが１１人（０．９％）いたもの
の、甲状腺がんと診断された子どもはいなかった。 

• １４年度は１８歳以下の計６１５１人のうち、３５９３人が受診。
精密検査を必要とするB判定が７２人（２．０％）、至急精密検
査が必要とされるC判定が２人いた。 

• ３人が甲状腺がんと診断された。３人の年齢や性別、腫瘍の
大きさなどについては公表しない方針 
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「被ばく」はタブー？ 
無視された疫学専門家の警鐘 

• 疫学の専門家である岡山大学の津田敏秀教
授は、現在の福島の子どもたちの甲状腺が
んの発生は、通常の50倍であるという論文を
発表し、AP通信、ニューヨークタイムズなどの
海外メディアは大きく報道 

• しかし国内メディアは無視 



津田敏秀教授論文および会見 

「2011年から2014年の間に福島県の18歳以下の県民から超音波エ

コーにより検出された甲状腺がん」 

Epidemiology, October 5, 2015 
Thyroid Cancer Detection by Ultrasound Among Residents Ages 18 
Years and Younger in Fukushima, Japan: 2011 to 2014.  
Tsuda, Toshihide; Tokinobu, Akiko; Yamamoto, Eiji; Suzuki, Etsuji 

 

甲状腺の超音波スクリーニング検査を受診した子ども約３０万
人の検査結果を分析。中通りの中央地域（二本松市、本宮市、
三春町、大玉村）で通常より５０倍、平均でも３０倍の多発。また、
２０１４年から始まった２巡目もすでに１０倍以上の多発が観察
されおり、１巡目の数を超えている地域が存在する。 



 



非がん疾患は把握すらできない？ 
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（出典：「チェルノブイリ被害調査・救援」女性ネットワーク翻訳資料、Twenty-
five Years after Chernobyl Accident: Safety for the Future. National Report of 
Ukraine, 2011） 



求められる対応 
• 受診率の向上のための情報発信⇒冷静なトーンで！ 

• 県外への拡大 

• 甲状腺がん以外の疾病への対応 

 

• 「被ばく」のタブー化への抵抗 ⇒報道させる 

• 「被ばく」低減のための対策 ⇒たとえば保養 

• 被害者が相談したり声をあげられる環境づくり 

進む「独自検診」 

統一された書式による情報共有と発信 


